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１１１１ 中小企業中小企業中小企業中小企業にににに対対対対するするするする金融金融金融金融セーフティネットセーフティネットセーフティネットセーフティネットのののの充実充実充実充実についてについてについてについて

県担当課（室） 地域経済課
【徳島県の現状と課題】

《経済対策の基本方針 （Ｐ２）》
◇ 「雇用」の基盤づくり

・中小企業の金融支援を通じて，雇用の確保を図る。

《民主党の政権政策 2010 （Ｐ19，21）》
◇ 経済対策の実施

・ 雇用・環境・景気対策に重点を置いた「明日の安心と成長のための経済対
策」の実施

◇ 中小企業の資金繰り支援
・ 中小企業が金融機関に返済猶予を要請した際に支援を行う法律の制定

《現状》
■ 「景気対応緊急保証制度」を活用した融資制度や「中小企業等に対する金融の

円滑化を図るための臨時措置に関する法律（中小企業金融円滑化法 」によって）
中小企業の倒産が抑制され，地域経済の危機的状況の回避や雇用の確保に結びつ
いている。

《課題》
◆ 今般の為替変動による経済への影響も踏まえ 「景気対応緊急保証制度 ，日本， 」

政策金融公庫の「セーフティネット貸付」及び「中小企業金融円滑化法」の適用
期間終了（H23.3.31)以降に中小企業の倒産の増加が懸念される。

◆ 中小企業の倒産が増加すると，中小企業信用保険事業の安定的な持続が懸念さ
れる。

地域主権型の追加経済対策に向けて

【徳島発の政策提言】

《具体的内容》
依然として厳しい経済状況にある中小企業の金融情勢を踏まえ，中小企業の資金繰

りに支障を来さないよう金融セーフティネットに万全を期すこと。

① 「景気対応緊急保証制度」及び日本政策金融公庫の「セーフティネット貸付」
平成２３年度以降の期間延長を行うこと。については，

② 「中小企業信用保険事業」の安定的推進のため，十分な予算を確保すること。

③ 「中小企業者等に対する金融の円滑化を図るための臨時措置に関する法律（中
平成２３年度以降の期間延長を行うこと。小企業金融円滑化法 」について，）

主務省庁局名 中小企業庁，金融庁

関係法令等 中小企業信用保険法，中小企業金融円滑化法
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＜参考＞

【事業概要図】

平成２３年３月３１日まで
頑張る中小企業への金融支援

景気対応緊急 セーフティネット 中小企業金融円滑化法
保証制度 貸付

(日本政策金融公庫)

効果
・中小企業の倒産抑制
・雇用の維持確保
・地域の危機的状況の回避

現状なし平成２３年４月１日以降
徳島県の政策提言

景気対応緊急 セーフティネット 中小企業金融 中小企業信用保
保証制度の 貸付の延長 円滑化法の 険事業のための
延長 (日本政策金融公庫) 延長 十分な予算確保

新新新新たなたなたなたな経済危機経済危機経済危機経済危機へのへのへのへの対応対応対応対応

○景気対応緊急保証実績（H20.10.31～H22.8.19）
全国 １，１８９，８３４件 ２１兆５，８３６億円
徳島県 ９，１８６件 １，２４５億円

（四国ではトップ）

○日本政策金融公庫によるセーフティネット貸付実績（H20.10.1～H22.8.18)
全国 ４６３，８４８件 ８兆１０５億円

○中小企業金融円滑化法に基づく貸付条件の変更等の状況
・中小企業者である場合（H21.12.4～H22.3.31）

全国 申込み ４８１，３６７件 １２兆９，８８２億円
実行 ３６８，０７４件 １０兆２，２８６億円

徳島県（主要２行 （H21.12.4～H22.6.30)）
申込み ６，８８５件 １，８６９億８，４００万円
実行 ６，０６３件 １，６５９億５，１００万円
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２２２２ 地域主権型経済危機対応交付金地域主権型経済危機対応交付金地域主権型経済危機対応交付金地域主権型経済危機対応交付金（（（（仮称仮称仮称仮称））））のののの創設創設創設創設についてについてについてについて

県担当課（室） 財政課・市町村課
【徳島県の現状と課題】

《経済対策の基本方針》
◇基本的な考え方

・ 円高等による景気の下振れリスクの影響を最小限に食い止め，早期のデフ
レ脱却の実現に向けた基盤づくりを行うため，即効性のある取組を着実に実
施する。

《民主党の政権政策 Manifesto 2009》
◇ 地域主権

・ 「地域主権」を確立し，第一歩として，地方の自主財源を大幅に増やす。

《現状》
■ 急激な円高の進行と株価の急落，ＧＤＰ成長率の大幅な鈍化など，国内景気に
減速感・停滞感が漂う中，本県においても，先行きへの不安が広がっており，迅
速かつ効果的な「追加経済対策」が求められている。

■ しかしながら，地方においては，平成１６年度以降の地方交付税の大幅削減に
より，職員の給与カットなど，非常に厳しい財政運営を強いられており，県民生
活に身近な公共事業など，地方単独できめ細やかな「経済対策」を講じることが
困難となっている。

《課題》
◆ 国の「追加経済対策」を真に実効性あるものとするためには 「地域主権を確立，
する」観点からも，地方が事業主体となり，その実態に応じた，きめ細やかな施
策を展開することが不可欠である。

◆ また，厳しい地方財政や景気後退により，自治体間の「格差」が大幅に拡大し
ている現状を踏まえ，国の「追加経済対策」は「地域間格差是正」の観点をもっ
て取り組む必要がある。

地域主権型の追加経済対策に向けて

【徳島発の政策提言】

《具体的内容》

① 地方が，地域の実情にあわせて，機動的で創意工夫を凝らした経済危機対策を
実施できるよう，自由度の高い「新たな交付金（地域主権型経済危機対応交付金
（仮称 」を創設すること。））
・ソフト･ハード事業を問わず，幅広く充当可能な交付金とすること。
・事業間流用や基金への積立など，弾力的な活用が可能な交付金とすること。

② 「新たな交付金」の配分に当たっては，財政力の弱い自治体や社会資本整備が
遅れている地域への「重点配分」を行うなど 「地域間格差是正」の観点を十分，
に反映すること。

主務省庁局名 内閣府
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＜参考＞

【政策提言による効果等】

１１１１ 交付金活用交付金活用交付金活用交付金活用のののの自由度自由度自由度自由度をををを高高高高めるめるめるめる方策方策方策方策

①～③を反映させると ．．．

２２２２ 地域間格差是正地域間格差是正地域間格差是正地域間格差是正のののの観点観点観点観点をををを十分十分十分十分にににに反映反映反映反映したしたしたした配分方法配分方法配分方法配分方法

．◆財政力の類似した都道府県ごとに、普通建設事業費を例に比較してみると．．

ポイント 三位一体改革前と比較すると 「財政力指数の低い」地方ほど、、

普通建設事業費（単独事業）の「減少率が大きい」！

「「「「地域間格差地域間格差地域間格差地域間格差」」」」はははは拡大拡大拡大拡大しておりしておりしておりしており 「「「「是正是正是正是正」」」」のののの観点観点観点観点がががが不可欠不可欠不可欠不可欠！！！！、、、、

【地域間格差是正の視点】 ①後進地特例による嵩上げ

②社会資本整備率

③高齢化率・過疎化率など

①交付対象となる事業を限定しない

③基金への積立等により複数年度に跨る事業にも活用できるように！

地域活性化・きめ細かな臨時交付金

※既存事業，ソフト事業，国庫補助事業（法律補助）等への充当も可能に！

・民主党政権において，２１年度の国２次補正予算で創設された交付金。

きめ細かなインフラ整備に充当可能。予算額５０００億円。

・地方単独事業（公共・公用施設の建設又は修繕等），国庫補助事業（法律補助は除く）が対象。

②事業間流用が弾力的に実施できるように！

地方の知恵と工夫が活かせる使い勝手のよい交付金

5,0585,0585,0585,058

6 ,1716 ,1716 ,1716 ,171

4,6204,6204,6204,620

3 ,7393 ,7393 ,7393 ,739

10,41710,41710,41710,417

6 ,6036 ,6036 ,6036 ,603

8,4458,4458,4458,445

5 ,5535 ,5535 ,5535 ,553

7,4687,4687,4687,468

4 ,2054 ,2054 ,2054 ,205

3 ,1913 ,1913 ,1913 ,191

1 ,7181 ,7181 ,7181 ,718

0000

2 ,0002 ,0002 ,0002 ,000

4 ,0004 ,0004 ,0004 ,000

6 ,0006 ,0006 ,0006 ,000

8 ,0008 ,0008 ,0008 ,000

10 ,00010 ,00010 ,00010 ,000

12 ,00012 ,00012 ,00012 ,000

億円億円億円億円

1111 ．．．．0000 以上以上以上以上 1111 ．．．．0000 未満未満未満未満～～～～００００．．．．７７７７ 0000 ．．．．7777 未満未満未満未満～～～～００００．．．．５５５５ 0000 ．．．．5555 未満未満未満未満～～～～００００．．．．４４４４ 0000 ．．．．4444 未満未満未満未満～～～～００００．．．．３３３３ 0000 ．．．．3333 未満未満未満未満 財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数

都道府県 財政力指数別 普通建設事業費都道府県 財政力指数別 普通建設事業費都道府県 財政力指数別 普通建設事業費都道府県 財政力指数別 普通建設事業費（（（（単独事業単独事業単独事業単独事業））））のののの決算額決算額決算額決算額のののの状況状況状況状況

１５年度

２０年度

伸率伸率伸率伸率

▲▲▲▲６０６０６０６０％％％％

▲▲▲▲４０４０４０４０％％％％

▲▲▲▲２０２０２０２０％％％％

００００％％％％

２０２０２０２０％％％％

１１１１，，，，１１３１１３１１３１１３

億円億円億円億円

▲▲▲▲８８１８８１８８１８８１

億円億円億円億円

▲▲▲▲３３３３ ，，，，８１４８１４８１４８１４

億円億円億円億円

▲▲▲▲２２２２ ，，，，８９２８９２８９２８９２

億円億円億円億円

▲▲▲▲３３３３ ，，，，２６３２６３２６３２６３

億円億円億円億円

▲▲▲▲１１１１ ，，，，４７３４７３４７３４７３

億円億円億円億円

決算額決算額決算額決算額のののの

増減額増減額増減額増減額
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３３３３ 雇用雇用雇用雇用ののののセーフティネットセーフティネットセーフティネットセーフティネットのののの再構築再構築再構築再構築についてについてについてについて

県担当課（室） 労働雇用課
【徳島県の現状と課題】

《経済対策の基本方針 （Ｐ２）》
◇ 「雇用」の基盤づくり

・ 「重点分野雇用創出事業」の拡充
《民主党の政権政策 Manifesto 2010 （Ｐ15）》

◇ ６ 雇用
・ 2011年度中に「求職者支援制度」を法制化するとともに，失業により住ま
いを失った人に対する支援を強化します。

《新成長戦略 （Ｐ32）》
◇ 雇用・人材戦略

・ 成長分野を中心に地域に根ざした雇用創造を推進する。

《現状》
雇用保険を受給できない方に無料の職業訓練と訓練期間中の生活保障を提供す■

る「緊急人材育成支援事業」が創設され，本県においても平成21年度に660人，
平成22年度に700人の「基金訓練」が実施されている。

■ 本県では 「ふるさと雇用再生特別基金事業」及び「緊急雇用創出事業」を活，
用して，失業者に雇用機会を提供する事業を切れ目なく実施しており，県内雇用
の下支えに効果を上げてきたところである。

《課題》
今年度末で廃止される「基金訓練」は，就職支援機能が不十分であり，訓練コ◆

ストとともに人材活用の面でもロスが生じている。
◆ 「ふるさと雇用再生特別基金事業」並びに「緊急雇用創出事業」及び同事業の

拡充分である「重点分野雇用創造事業」については，各事業の実施要件に違いが
あり，事業間での流用ができないため，効果的な事業実施に支障を来している。

地域主権型の追加経済対策に向けて

【徳島発の政策提言】

《具体的内容》

① 事業効果の高い「求職者支援制度」を早期に創設すること。
・ にあたっては，ハローワークにおける就職支援「求職者支援制度」の創設

体制の充実とともに，委託訓練における就職実績に応じた委託料の変動など
を図ること。就職支援機能を盛り込んだ職業訓練の充実・強化

② 地域雇用対策の基金事業を再構築すること。
地域の裁量・ 「ふるさと 「緊急雇用 「重点分野」の「垣根」を超えて，」， 」，
すること。に基づき弾力的な事業実施が可能となるよう，基金事業を再構築

・ 事業の再構築にあたっては， につながるよ成長分野を中心とした雇用創造
継続雇用う，雇用期間の更新制限の緩和や正規雇用した場合の一時金など，

を取り入れること。を促す工夫

主務省庁局名 厚生労働省

関係法令等 職業能力開発促進法，緊急雇用創出事業実施要領等
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＜参考＞
① 雇用のセーフティネットの充実・強化について

② 地域雇用対策の基金事業の再構築について

不足
６．６
億円

２３年度

（参考）本県の事業実施状況
２１年度
１６億円

２２年度
１８．６億円

２３年度
１２億円

経緯（国の予算措置）

【緊急雇用創出事業基金】

【ふるさと雇用再生特別基金】

事　業　実　施　期　間
２１年度 ２２年度

２０年度
２次補正

 事業の創設
（当初分）

２1年度
1次補正

 事業の拡充
（積み増し）

２1年度
２次補正

 事業の創設
（積み増し）

緊急雇用創出事業　　　　　１５００億円
　　　　　　　（本県への交付額　１６億円）

緊急雇用創出事業　　３０００億円
　（本県への交付額　３４．９億円）

 
 

(本県への交付額３３．６億円)

２０年度
２次補正

 事業の創設
（当初分）

ふるさと雇用再生特別基金事業　　３０００億円
　　　　　　　　　　（本県への交付額　４６．６億円）

基金間基金間基金間基金間のののの流用流用流用流用
提言提言提言提言：：：：両基金間両基金間両基金間両基金間でのでのでのでの流用流用流用流用をををを可能可能可能可能とすることとすることとすることとすること

有効活用有効活用有効活用有効活用

提言提言提言提言：：：：積積積積みみみみ増増増増したしたしたした基金基金基金基金のののの使途制限使途制限使途制限使途制限のののの撤廃撤廃撤廃撤廃

弾弾弾弾
力力力力
的的的的
にににに
運運運運
用用用用
でででで
きききき
るるるる
制制制制
度度度度
とととと
しししし
てててて
再再再再
構構構構
築築築築

提言提言提言提言：：：：雇用創造雇用創造雇用創造雇用創造につながるようににつながるようににつながるようににつながるように継続雇用継続雇用継続雇用継続雇用をををを促促促促すすすす工夫工夫工夫工夫をををを取取取取りりりり入入入入れることれることれることれること
　　　（　　　（　　　（　　　（雇用期間雇用期間雇用期間雇用期間のののの更新制限更新制限更新制限更新制限のののの緩和緩和緩和緩和，，，，正規雇用正規雇用正規雇用正規雇用したしたしたした場合場合場合場合のののの一時金一時金一時金一時金などなどなどなど））））

重  点  分  野
雇用創造事業

１５００億円

基金訓練基金訓練基金訓練基金訓練

◆訓練に要する経費＝委託料
   就職支援インセンティブが不足
◆雇用保険が受給できない求職者が対象で，
   訓練期間中は「生活保障給付」
★緊急的な雇用のセーフティネット
  　　　　 ２０１０年度末で終了

委託訓練委託訓練委託訓練委託訓練

◆就職実績に応じて委託料が変動する
　 「就職支援機能」
◆雇用保険を受給している求職者が対象で，
 　訓練期間中は「雇用保険給付」
★２３年度以降も継続予定

新たなセーフティネットの構築に向けて

課題課題課題課題＝訓練修了者訓練修了者訓練修了者訓練修了者のののの「「「「未就職未就職未就職未就職」」」」による訓練訓練訓練訓練コストコストコストコストと人材活用人材活用人材活用人材活用ロス

「「「「就職支援就職支援就職支援就職支援インセンティブインセンティブインセンティブインセンティブ」」」」をををを拡大拡大拡大拡大・・・・強化強化強化強化

「雇用セーフティネットの充実・強化」＋「緊急雇用創出」

★訓練経費の効用最大化
★貴重な資源である「人材」の有効活用

★安定就労による消費マインドの向上，景気浮揚へ

施策効果施策効果施策効果施策効果をををを高高高高めるためにめるためにめるためにめるために 就職率就職率就職率就職率１００１００１００１００％％％％をををを
目指目指目指目指してしてしてして改善改善改善改善！！！！
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４４４４ 高校生高校生高校生高校生へのへのへのへの就職支援就職支援就職支援就職支援についてについてについてについて

県担当課（室） 学校政策課
【徳島県の現状と課題】

《経済対策の基本方針 （Ｐ２）》
◇「雇用」の基盤づくり

・若年を中心とした雇用対策等を推進
《民主党の政権政策 Manifesto 2010 （Ｐ15）》

◇ 雇用
・高校などの新卒者の就職を支援

《新成長戦略 （Ｐ32）》
◇ 雇用・人材戦略

・国民参加と「新しい公共の支援」

《現状》
■ 長引く不況や景気の先行き不透明感により，県内高校生に対する求人数は大き

く減少しており，若者の雇用環境が厳しさを増している。
・県内求人数 1,336人（H20）→ 1,093人（H21）
・県外求人数 10,841人（H20）→ 5,965人（H21） ※各年度末現在

■ 中小企業の生産現場等に触れる機会となる「インターンシップ」は就職ミスマ
ッチを防ぐなど，就職支援に効果があることから積極的に実施する必要がある
が，企業にとっては人的・経済的負担が大きいため，受入企業の確保が困難とな
っている。

「ジョブサポーター増員等による中小企業と新卒者等■ 政府の経済対策として，
の集中的なマッチング 「新卒者就職応援プロジェクト（インターンシップ ，」， ）

が打ち出されているが，大学生や社新卒者体験雇用（トライアル雇用）の拡充」
会人と同様に厳しい就職環境におかれている「就職を目指す高校生」に対する支
援策が十分ではない。

《課題》
◆ 高校生の就職を促進するためには 「ハローワークのジョブサポーター」と高，

校がより一層連携し，生徒一人ひとりに応じたきめ細やかな就職支援を効果的か
つ即応的に行える体制を構築することが必要である。

◆ 就職ミスマッチや早期離職の解消には，高校在学中からの取組が大切であり，
生徒の就職支援に効果のある「インターンシップ」を積極的に実施するため，企
業の負担を軽減する必要がある。

地域主権型の追加経済対策に向けて

【徳島発の政策提言】

《具体的内容》
就職支援施策をさらに効果的で即効性の高いものとするため，支援の対象者を高校

生にまで拡げた総合的な雇用対策を講ずること。

高校に駐在 高校生に対して緊① 「ジョブサポーター」の増員にあたっては， し，
こと。密な就職支援を行う専任の担当者を設ける

対象を，高校在学生② 「新卒者就職応援プロジェクト（インターンシップ 」の）
し， すること。にまで拡大 受入企業に対し，教育訓練助成金を支給

主務省庁局名 文部科学省初等中等教育局，厚生労働省職業安定局，中小企業庁

関係法令等 教育基本法，学校教育法，雇用対策法，中小企業労働力確保法
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〈参考〉

■就職ミスマッ
チの発生
■受入企業の
人的・経済的
負担大
■在学生のイン
ターンシップ
受入支援策が
ない

■インターンシップ受入企業に対する
財政的支援制度の拡充

「新卒者就職応援プロジェクト（インターン
シップ）」の対象を高校在学生にまで拡大し、
受入企業に対し、教育訓練助成金を支給

■求人数の大幅
な減少
■雇用環境の
悪化
■就職担当者の
多岐にわたる
校務

■高校生の就職支援を行う専任担当者
の配置

【就職の支援】
新規職場開拓、企業情報の収集、生徒の個別
面談、各種データの整理
【キャリア教育のサポート】
インターンシップ受入企業の確保・実施
調整、受入企業への巡回指導など円滑な
実施を支援

高校生への就職支援
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５５５５ 林建連携林建連携林建連携林建連携によるによるによるによる中山間地域中山間地域中山間地域中山間地域のののの雇用確保雇用確保雇用確保雇用確保・・・・維持維持維持維持についてについてについてについて

県担当課（室） 森林整備課・林業飛躍プロジェクト推進室
【徳島県の現状と課題】

《経済対策の基本方針 （Ｐ２，４）》
◇「雇用」の基盤づくり

・ 潜在的な需要を有する分野（林業等）において雇用戦略の取組を推進
◇新成長戦略の推進・加速

・ ２３年度予算編成において需要・雇用創出効果の高い施策へ重点配分

《新成長戦略 （Ｐ27，39）》
◇ 農林水産分野の成長産業化（森林・林業の再生）

・ ２０２０年までに「木材自給率５０％以上」
・ 路網の整備，森林管理の専門家（フォレスター）等の人材育成

《その他》菅 内閣総理大臣 所信表明演説（平成22年６月11日）
「林業は，路網整備等の支援により再生を期待できる好機にある 」。

《現状》
本県では「林業飛躍プロジェクト」により，木材増産を図る担い手対策として■

建設業など他産業からの参入希望事業体に対する研修等を実施している。
■ 木材自給率５０％達成のためには，労働力の更なる確保が急務であり，建設業

者等の新規参入が望まれている。

《課題》
建設業の雇用維持のための事業地の確保が必要である。◆

◆ 建設業等他産業からの林業参入には，研修や機械補助などが必要である。
木材生産の拡大には担い手となる技術者が必要であるが，現状では特殊な林業◆
技術を有する技術者を必要数確保できないと懸念される。

地域主権型の追加経済対策に向けて

【徳島発の政策提言】

《具体的内容》

① 路網整備と森林整備を一体的に実施するモデル事業を創設すること

周辺の森林整備を建設業者が一体的に行う・中山間における路網工事において，
ことで，雇用の確保・維持と作業の効率化を図ること。

② 建設業等から林業への参入を支援するため，人材育成や経営基盤を安定させる
施策を講じること

現場研修や・林業への参入支援を促進するため，参入を希望する事業体に対する
に支援すること。安全研修等

林業機械の導入にかかる・必要な機械を有していない新規参入事業体に対して，
すること。支援制度を創設

主務省庁局名 林野庁

林業労働力の確保の促進に関する法律関係法令等 森林法，森林・林業基本法，
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〈参考〉

　
　

　　
　　◆路網・間伐一括発注モデル事業

　　　◇実践トライアル対策として、
　　　　「路網と間伐等の一括発注」による事業地確保

林建連携による中山間地域の雇用確保・維持のスキ ーム

「木材自給率50%」に向けた
労働力の確保

　　　　◆徳島県独自の支援策
　

　◇建設業者等に対する説明会
　◇チェーンソー等基礎講習
　◇間伐作業や作業道開設の現地研修

                                ■地域雇用の維持・確保
  中山間地域における   ■林業生産力の拡大
              　　　　　   ■一体整備による効率化

　◆国の支援策

　◇緑の雇用担い手対策事業
　（実績のある林業事業体に限られている）

　●実績が無いため、参入に必要な事業地の確保が進まない
　●建設業者の従業員に対する「林業技術研修制度」（国）がない
　●新規参入者に対する「林業機械導入支援制度」がない

現 状 現 状

建設業者等の新規参入への課題

◆一括発注による
　新たな雇用創出

提言①

　　◆人材育成等参入支援事業

　　　◇従業員の技術研修支援
　　　◇高性能林業機械の導入支援

             ◆人材育成・機械導入提言②

開設開設開設開設とととと同時同時同時同時にににに、、、、
上下約上下約上下約上下約50505050ｍｍｍｍをををを搬出間伐搬出間伐搬出間伐搬出間伐

建設業者等建設業者等建設業者等建設業者等をををを対象対象対象対象としたとしたとしたとした
林業技術研修林業技術研修林業技術研修林業技術研修

間伐区域

路網
（林道・作業道）

路網開設路網開設路網開設路網開設
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６６６６ 「「「「子子子子どもをどもをどもをどもを安心安心安心安心してしてしてして産産産産みみみみ育育育育てられるてられるてられるてられる環境環境環境環境」」」」のののの実現実現実現実現についてについてについてについて

県担当課（室） こども未来課
【徳島県の現状と課題】

《新成長戦略 （Ｐ34）》
幼保の一体化の推進，利用者本位の保育制度に向けた抜本的な改革，各種制度・

規制の見直しによる多様な事業主体の参入促進，放課後児童クラブの開所時間や対
象年齢の拡大などにより，保育の多様化と量的拡大を図り，待機児童を解消する。

《現状》
■ 就労形態の多様化や，少子化が進行する中で，こどもひとりひとりがおかれて

いる家庭環境や発達に応じたきめ細やかな対応が求められている。
■ 平成２０年度に設置した「安心こども基金」は，以後，積み増しと対象事業の

拡大を重ね，地域における子育て支援環境づくりに一定の成果が認められた。
■ 平成２５年４月から，基礎自治体である市町村が，地域の実情に応じて現物給

付と現金給付の配分を決める「子ども・子育て新システム」の実施が検討されて
いる。

《課題》
◆ 多様な保育ニーズに対応するため，既存の保育サービスの充実のほか，新たな

保育サービスの創出など，地域の実情に応じた独自の取り組み支援が必要であ
る。

◆ 保育サービス等の充実など 「安心こども基金」が活用できる一部の事業が平成，
２２年度末をもって適用期限を迎えるため，特に本年度中の新たな保育所整備を
躊躇している。

◆ 基礎自治体である市町村が，円滑に「子ども・子育て新システム」に移行でき
るよう保育環境の整備や問題点の洗い出しなど，制度施行までの間において，
試行的に社会実験をする必要がある。

地域主権型の追加経済対策に向けて

【徳島発の政策提言】

《具体的内容》

① 子ども・子育てにかかる事業は，新たな子育てシステムが構築されるまでの間
地域の実情を踏まえ，計画的に創意工夫のある取り組みを進めるため「安心こど
も基金」をより一層活用できるよう見直すこと

安心安心安心安心こどもこどもこどもこども基金基金基金基金のののの・保育サービス等の充実及びすべての子ども家庭への支援にかかる

し，前倒しで事業実施できるようにすること。適用期限適用期限適用期限適用期限をををを延長延長延長延長

安心こども基金の こと。・ 適用事業適用事業適用事業適用事業をををを地方地方地方地方においてにおいてにおいてにおいて決定決定決定決定できるようにするできるようにするできるようにするできるようにする

安心安心安心安心こどもこどもこどもこども基金基金基金基金へのさらなるへのさらなるへのさらなるへのさらなる積積積積みみみみ増増増増・地方における新たな取り組みを支援するため，

を行うこと。しししし

子ども・子育て新システムの構築に当たっては，制度構築までの地方の実情を踏ま・

えて検討すること。

主務省庁局名 厚生労働省雇用均等・児童家庭局
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＜参考＞

安心安心安心安心こどもこどもこどもこども基金基金基金基金（Ｈ（Ｈ（Ｈ（Ｈ２０２０２０２０～）～）～）～）

※地方における以下の事業について期限を定めて支援

保育所等の 創意工夫のあ ひとり親家庭 社会的養護が
る子育てへの 必要な者への

整備 取組支援 への支援 支援

Ｈ２２年度末 Ｈ２２年度末 Ｈ２６年度末 Ｈ２３年度末

制度移行までの暫定措置として

・適用期限の延長（保育環境の整備）
※２箇年事業として保育所整備も前倒し発注可能

・適用事業の拡大（創意工夫の支援）
※新たな事業の実施に向け前倒しで計画

・基金の積み増し（財源の裏付け）

新新新新システムシステムシステムシステム構築構築構築構築にににに向向向向けたけたけたけた
社会実験社会実験社会実験社会実験としてとしてとしてとして先行実施先行実施先行実施先行実施

小人数保育の実施など

子子子子どもどもどもども・・・・子育子育子育子育てててて新新新新システムシステムシステムシステム（Ｈ（Ｈ（Ｈ（Ｈ２５２５２５２５．．．．４４４４～～～～予定予定予定予定））））

市町村（基礎自治体）等

幼保の一体給付等 個人給付等

（現物給付） （現金給付）

※地域の実情に応じ,地域の裁量で配分を決定
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７７７７ 環境配慮型産業環境配慮型産業環境配慮型産業環境配慮型産業のののの育成育成育成育成についてについてについてについて

県担当課（室） 新産業戦略課

【徳島県の現状と課題】

《新成長戦略 （Ｐ７）》

◇ ＬＥＤや有機ＥＬなどの次世代照明の100％化の実現などにより，住宅・オフ

ィス等のゼロミッション化を推進する。

《現状》

■ 我が国は，省エネ技術，太陽光発電，ＬＥＤ，リチウムイオン電池など，世界

最先端の技術や製品を有している。

■ 本県は，世界最大の「ＬＥＤメーカー」と「リチウムイオン電池工場」が共に

立地する特性を生かした，新産業の創出に向けた取組みを行っている。

■ 国においては、昨年度、緊急経済対策として、低炭素型雇用創出産業立地推進

事業費補助金を実施した。

《課題》

◆ 異常な円高環境下で、世界最高水準の技術が海外へ移転し、我が国が国際競争

からまたもや取り残される事態は絶対に避けなければならない。

◆ なかんずく最後に残された低炭素型産業の世界的生産拠点を有する本県は、Ｌ

ＥＤ関連産業の足腰を早急に強化する必要がある。

地域主権型の追加経済対策に向けて

【徳島発の政策提言】

《具体的内容》

「ＬＥＤ素材」や「リチウムイオン電池」などの新たな成長が期待できる環境配慮

型産業の足腰を強化し、国際競争力を高める措置を講じること。

① 将来の成長が期待されるＬＥＤ関連企業等に持続的な競争力を持たせ、地方か

工場の施設ら成長産業を支えるため、地方中小企業の投資を促進する新規設備や

を行うとともに、 を行うこと。整備に立地助成 建設費用の３０％程度の税額控除

② 省エネルギー設備等を取得し、その後１年以内に事業の用に供した場合に受け

期間を延長し、ＬＥＤられる「エネルギー需給構造改革推進促進税制」について

すること。照明等の導入促進が図られるよう制度を充実

主務省庁局名 経済産業省経済産業政策局、商務情報政策局、資源エネルギー庁、

環境省地球環境局
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＜参考＞

用途用途用途用途のののの拡大拡大拡大拡大によるによるによるによる異異異異
業種多分野業種多分野業種多分野業種多分野へのへのへのへの展開展開展開展開

－－－－地方地方地方地方のののの中小企業中小企業中小企業中小企業からからからから成長産業成長産業成長産業成長産業のののの拡充拡充拡充拡充をををを目指目指目指目指してしてしてして－－－－

省省省省エネエネエネエネ効果効果効果効果のののの高高高高いいいいＬＥＤＬＥＤＬＥＤＬＥＤ照明等照明等照明等照明等のののの導入促進導入促進導入促進導入促進

【【【【現状現状現状現状】】】】
　　　　徳島県徳島県徳島県徳島県ではではではでは、、、、世界最大世界最大世界最大世界最大のののの「ＬＥＤ「ＬＥＤ「ＬＥＤ「ＬＥＤメーカーメーカーメーカーメーカー」」」」とととと「「「「リチウムイオンリチウムイオンリチウムイオンリチウムイオン電池工場電池工場電池工場電池工場」」」」がががが共共共共にににに立地立地立地立地するするするする特性特性特性特性をををを
生生生生かしたかしたかしたかした新産業新産業新産業新産業のののの創出創出創出創出にににに取取取取りりりり組組組組むむむむ。。。。

植物工場

県内各種産業へ応用技術を展開
最先端技術を活用した新産業創出

画像処理・殺菌

医療機器

木工業

照明機器

LEDバレイ構想

・世界一のLED生産
　地域
・県を挙げて光関連
　産業の集積
・LED王国・徳島の
　創造を推進

背景・特色

◎◎◎◎ＬＥＤＬＥＤＬＥＤＬＥＤ関連企業関連企業関連企業関連企業のののの集積集積集積集積
　
構想策定時構想策定時構想策定時構想策定時((((HHHH17171717....12121212))))
10101010社社社社→→→→現在現在現在現在９９９９９９９９社社社社
に！

ＬＥＤＬＥＤＬＥＤＬＥＤのののの生産世界一生産世界一生産世界一生産世界一ののののトップメーカートップメーカートップメーカートップメーカーのののの周辺周辺周辺周辺にににに
県内中小企業県内中小企業県内中小企業県内中小企業がががが続続続続々々々々ととととＬＥＤＬＥＤＬＥＤＬＥＤ応用製品応用製品応用製品応用製品をををを開発開発開発開発

木製木製木製木製サインサインサインサイン、、、、植物工場植物工場植物工場植物工場、、、、大型照明大型照明大型照明大型照明、、、、街路灯街路灯街路灯街路灯、、、、信号灯機信号灯機信号灯機信号灯機ＬＥＤＬＥＤＬＥＤＬＥＤ電球電球電球電球・・・・・・・・・・・・・・・・

【ＬＥＤ【ＬＥＤ【ＬＥＤ【ＬＥＤ市場市場市場市場のののの拡大拡大拡大拡大によるによるによるによるビジネスチャンスビジネスチャンスビジネスチャンスビジネスチャンスのののの到来到来到来到来】】】】
　ＬＥＤ　ＬＥＤ　ＬＥＤ　ＬＥＤ関連企業等関連企業等関連企業等関連企業等（（（（県内中小企業県内中小企業県内中小企業県内中小企業））））のののの投資意欲増大投資意欲増大投資意欲増大投資意欲増大

　　　　’’’’性能評価体制整備性能評価体制整備性能評価体制整備性能評価体制整備’’’’’’’’品質向上関連体制整備品質向上関連体制整備品質向上関連体制整備品質向上関連体制整備’’’’’’’’生産生産生産生産ラインラインラインラインのののの機器増設機器増設機器増設機器増設’’’’などなどなどなど

投資投資投資投資がががが十分十分十分十分なななな場合場合場合場合
　 　 　 　 ・・・・量産化量産化量産化量産化にはずみにはずみにはずみにはずみ
　 　 　 　 ・・・・利益率利益率利益率利益率のののの安定化安定化安定化安定化
   ・   ・   ・   ・製造原価製造原価製造原価製造原価のののの下落下落下落下落
   ・   ・   ・   ・設備投資設備投資設備投資設備投資、、、、研究開発研究開発研究開発研究開発のののの加速化加速化加速化加速化

過小投資の場合
　・製品稼働の遅れ
　・製造原価の高止まり
　・利益率の減少
　・設備投資、研究開発の抑制

地方地方地方地方からからからから成長産業成長産業成長産業成長産業をををを支支支支えるためえるためえるためえるため
地方中小企業地方中小企業地方中小企業地方中小企業のののの投資投資投資投資をををを促進促進促進促進するするするする新規設備投資新規設備投資新規設備投資新規設備投資へのへのへのへの支援支援支援支援、、、、工場工場工場工場のののの施設整備施設整備施設整備施設整備へのへのへのへの支援支援支援支援

地方地方地方地方のののの中小企業中小企業中小企業中小企業をををを成長産業成長産業成長産業成長産業としてとしてとしてとして育成強化育成強化育成強化育成強化しししし、、、、持続可能持続可能持続可能持続可能なななな経済発展経済発展経済発展経済発展をををを目指目指目指目指すすすす

◎◎◎◎ＬＥＤＬＥＤＬＥＤＬＥＤ等等等等にににに関関関関するするするするエネルギーエネルギーエネルギーエネルギー需給改革推進設備等需給改革推進設備等需給改革推進設備等需給改革推進設備等をををを取得取得取得取得
　　　　したしたしたした場合場合場合場合のののの特別償却又特別償却又特別償却又特別償却又はははは法人税額法人税額法人税額法人税額（（（（所得税額所得税額所得税額所得税額））））のののの特別特別特別特別
　　　　控徐控徐控徐控徐のののの充実強化充実強化充実強化充実強化

環境配慮型産業環境配慮型産業環境配慮型産業環境配慮型産業のののの育成育成育成育成についてについてについてについて

「ＬＥＤ「ＬＥＤ「ＬＥＤ「ＬＥＤバレイバレイバレイバレイ構想構想構想構想」」」」のののの推進推進推進推進
21212121世紀世紀世紀世紀のののの光源光源光源光源であるであるであるであるLEDLEDLEDLEDをををを利用利用利用利用したしたしたした光産業光産業光産業光産業のののの集積集積集積集積をををを目指目指目指目指すすすす

プラスプラスプラスプラスのののの効果効果効果効果 マイナス面
－事業継続が困難になる場合も！－

オフィスオフィスオフィスオフィス
エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー消費割合消費割合消費割合消費割合

（（（（照明照明照明照明４０４０４０４０％）％）％）％）

コンセント
３２％

照明
４０％

空調

２８％
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８８８８ エコポイントエコポイントエコポイントエコポイント制度等制度等制度等制度等のののの拡充及拡充及拡充及拡充及びびびび延長延長延長延長についてについてについてについて

県担当課（室） 環境首都課・地域情報課
【徳島県の現状と課題】

《経済対策の基本方針 （Ｐ３）》
◇対策の骨格（ 消費」の基盤づくり）「

・ 家電エコポイント制度の延長
《民主党の政権政策 Manifesto 2009 （Ｐ14）》

◇ 雇用・経済
・ 太陽光パネル，環境対応車，省エネ家電などの購入を助成

《民主党の政権政策 Manifesto 2010 （Ｐ６）》
◇ グリーン・イノベーション

・ エコカー，エコ家電などの普及支援
《新成長戦略 （工程表Ｐ１）》

◇ 環境・エネルギー大国戦略
・ エコ家電等の省エネ製品の普及促進のための措置

《現状》
■ 家電エコポイントの対象は，今年１２月末までに購入した地デジ対応テレビ，

エアコン，冷蔵庫であり，エコカー補助金の対象は，今年９月末までに買い換え
又は購入した環境対応車である。

■ 直嶋経済産業大臣記者会見(８／３１)発言
・家電エコポイントは，対象製品を絞り込み３ヶ月延長(平成２３年３月まで)。
・エコカー補助金は，予算を使い切った段階で終了。

《課題》
◆ 期間終了後の買い控え及び地デジ対応テレビの２台目以降の購買意欲の減退に

よる景気の失速が懸念される。
◆ 地デジ変更前に，家電エコポイント制度が終了すると，地デジ対応テレビの普

及への影響が強く懸念される。
◆ 運輸部門での二酸化炭素排出量の削減が進まない中で，地球にやさしい交通シ

ステムへの転換（普通自動車→ハイブリッド，電気自動車，電動アシスト自転車
等）を積極的に推進する必要がある。

地域主権型の追加経済対策に向けて

【徳島発の政策提言】

《具体的内容》
ＬＥＤ照明器具を① 家電エコポイントの対象製品に，ＬＥＤ電球をはじめとする

すること。追加
その際のポイント設定において，高額のため普及が遅れている蛍光灯タイプが

電球タイプよりも有利になるようにすること。
電動アシスト自転車の購入 合併浄化槽へ② 及び単独処理浄化槽や汲み取り槽から

との転換（合併浄化槽設備の購入費）について，新たにエコポイント制度の対象
すること。

③ 「地デジ対応テレビ」に係るエコポイント上乗せ分を「地デジ化ポイント」と
して明確化し，普及・啓発につなげるとともに， をポイント率のさらなる嵩上げ
行うこと。

④ 家電エコポイント及びエコカー補助金について，景気回復を停滞させないため
また環境対策の観点から， すること。平成２２年度末まで延長
ただし ，円滑な地デジ導入を推進するた，「地デジ対応テレビ」についてのみ

めに， すること。平成２３年７月末まで延長
「電気自動車等の購入」及び「急速充電⑤ 電気自動車等の普及を促進するため，

を行うこと。設備の設置」に対する補助率の嵩上げ

主務省庁局名 総務省・経済産業省・環境省
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エコポイント制度等の拡充及び延長

○エコ家電 購入期限 平成２２年１２月３１日

・地デジ対応テレビ ・冷蔵庫 ・エアコン

○エコカー 登録期限 平成２２年 ９月３０日

環境対策の環境対策の

推進推進

新新新新たにたにたにたに追加追加追加追加

◇徳島ならでは

のＬＥＤＬＥＤＬＥＤＬＥＤ照明照明照明照明

◇電動電動電動電動アシストアシストアシストアシスト

自転車自転車自転車自転車

景気回復を停滞させないために、期限期限期限期限をををを延長延長延長延長

○エコ家電 購入期限 平成２２年度末

○エコカー 登録期限 平成２２年度末

○エコ家電 購入期限 平成２２年度末

○エコカー 登録期限 平成２２年度末

＜参考＞

◇合併浄化槽合併浄化槽合併浄化槽合併浄化槽への

転換

○エコポイント上乗せ分の明確化及び嵩上げ○エコポイント上乗せ分の明確化及び嵩上げ

地デジ普及率向上、円滑な移行のために、地地地地デジデジデジデジ化化化化ポイントポイントポイントポイントのののの創設創設創設創設

地デジ対策の地デジ対策の

推進推進

・地球にやさしい交通システムへの転換

（５～１０㎞を自動車から転換）

□□□□電気自動車等電気自動車等電気自動車等電気自動車等のののの購入購入購入購入

□□□□急速充電器急速充電器急速充電器急速充電器のののの設置設置設置設置
補助率補助率補助率補助率のののの嵩上嵩上嵩上嵩上げげげげ

・蛍光灯タイプの普及促進

・潤いのある水環境の創造

・合併浄化槽設置率の向上

ただしただしただしただし、、、、

地デジ対応テレビは、

平成２３年７月末まで

・消費電力の減少

→ＣＯ２排出量の削減
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９９９９ 住宅版住宅版住宅版住宅版エコポイントエコポイントエコポイントエコポイント制度制度制度制度のののの延長延長延長延長・・・・拡充拡充拡充拡充についてについてについてについて

県担当課（室） 住宅課
【徳島県の現状と課題】

《経済対策の基本方針 （Ｐ３）》
◇ ｢消費｣の基盤づくり

・住宅エコポイント等の延長措置を講じ，消費の回復につながる「好循環」を
確立する。

《民主党の政権政策 Manifesto 2010 （Ｐ６）》
◇ 強い経済

・グリーン・イノベーション（※エコ住宅などの普及支援）

《新成長戦略 （Ｐ17，27，28）》
◇ グリーン・イノベーションによる環境・エネルギー大国戦略

・エコ住宅の普及などにより，住宅のゼロエミッション化を推進する。
◇ 観光立国・地域活性化戦略

・国産材の利用の拡大等を柱として，木材自給率を50％以上に向上させる。
・耐震性が不十分な住宅割合を５％に下げ，安全・安心な住宅ストックの形成
を図る。

《現状》
■ エコポイント制度を活用した地球温暖化対策〔徳島発の政策提言(H21.11)〕
■ 平成２１年度２次補正予算により住宅版エコポイント制度が創設された。
■ 省エネ改修工事と併せて行うバリアフリー改修工事は，ポイント対象である。

《課題》
◆ 既存住宅ストックを有効活用し質の高い住宅ストックへと改修するため，省エ

ネ改修と併せて，バリアフリー改修，耐震改修を促進する必要がある。
◆ ＣＯ の固定にもつながる国産材の利用拡大を図るため，地域材を活用した住２

宅建設や改修を促進する必要がある。

地域主権型の追加経済対策に向けて

【徳島発の政策提言】

《具体的内容》

① 地球温暖化対策と景気回復の両立を目指すため，住宅版エコポイント制度の対
象期間を延長すること。
・地球温暖化対策を推進するには，更なる省エネ住宅の普及促進が重要となるこ
とから， すること。住宅版エコポイント制度の対象期間を延長

② 耐震補強改修工事をエコポイントの対象工事とすること。
・昭和５６年以前に建設された住宅の耐震性確保を促進するため，バリアフリー

耐震補強改修工事をポイント改修工事と同様に，省エネ改修工事と併せて行う
とすること。対象工事

③ 地域材を活用したエコ住宅の新築及びエコリフォームをする場合，ポイントを
加算すること。

地域材を活用したエコ住宅及びエコリフォーム・国産材の利用拡大を図るため，
すること。について，ポイントを加算

④ エコポイントを利用する場合，地域材を活用した商品への交換比率を上げるこ
と。

主務省庁局名 経済産業省製造産業局，国土交通省住宅局，環境省総合環境政策局
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